＜　工事名　: (一)加古川水系　東条川　護岸工事(その７)　＞

＜　工事番号: 広域河川　第7327-0-001号　　＞

制限付き一般競争入札（事後審査型）
	配　布　資　料


１　入札公告

２　提示資料

· 入札参加申込みされる方へ

· 工事費内訳書の提出等について

・　入札参加者の皆様へ
・　「資本関係又は人的関係がある者同士の同一入札への参加を制限する運用基準」
・　建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者及び監理技術者補佐の県
発注工事の取り扱いについて
３　様式

(1)　制限付き一般競争（事後審査型）入札参加申込書　　　　　　　　　　（様式３号の５）

(2)　配置予定技術者の資格　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式６号の２）
(3)　現場代理人の資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式６号の３）
(4)　建設業の許可及び経営事項審査結果並びに設計業務受託者関係　　　　（様式７号）
(5)　国土交通省近畿地方整備局等発注の工事成績　　　　              　（様式１９号）
(6)  手持工事一覧                                                  　（別紙）
(7)  「暴力団等排除」及び「適正な労働条件確保」、「社会保険等
　　加入対策」に関する誓約書（３種類）　　　　　　　　　　　　　　　 （別紙）
(8)  質問書　　　                                                  　（様式２０号）
　(9)　工期通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式１号）
(10)　材料費、労務費及び当該公共工事に従事する労働者による適正な
施工を確保するために不可欠な経費内訳書　　　(工事費内訳書に活用できる様式に添付)
入札参加申込期間

令和８年９月３日(木) 　 ～　令和８年９月１１日（金）
提出資料等掲示期間

　令和８年９月３日(木)  　～  令和８年９月２５日（金）
兵庫県丹波県民局県民躍動室総務防災課（財務担当）

入札参加申込みされる方へ
１　入札参加申込みに関する注意事項
入札参加申込書は、電子入札システムを使用して送信してください。入札参加申込書の送信に当たっては、時間的な余裕をもって提出期間内に送信作業を行ってください。
なお、入札参加の申込みに使用するＩＣカードは、電子署名及び認証業務に関する法律に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行したもので、かつ兵庫県建設工事入札参加資格者名簿に登録された代表者又は受任者の名義で取得して、そのＩＣカード情報を兵庫県の電子入札システムに登録したものとします。
また、入札参加申込書は、入札公告に掲げる入札参加資格要件を全て満たしているかを十分に確認した上で、送信してください。
２　入札参加資格の確認
入札参加申込書を送信し、電子入札システムにおいて発行される参加申込書受付票及び資格確認通知（資格確認欄が有のもの）を受信した方は、入札に参加することができます。
なお、入札参加資格の確認は、入札後に契約担当者が入札資格確認資料の提出を求めた入札参加者に限り行います。
３　金抜設計書や図面等の設計図書は入札情報サービスのサイトからダウンロードしてください。
※　設計図書のダウンロードには、電子入札システムで用いているＩＣカードが必要です。
※　金抜設計書は、テキストの選択が可能なＰＤＦファイルです。
４　設計図書に対する質問回答がある場合、入札公告又は入札説明書で示された期間に、丹波県民局で閲覧を行うほか、入札情報サービスのサイトからダウンロードすることができます。
※　回答のダウンロードには、電子入札システムで用いているＩＣカードが必要です。
５　入札に関する注意事項
(1) 入札に当たっては、入札公告及び入札公告と併せて県のホームページに掲示した注意事項の内容をよく確認してください。
なお、県のホームページの掲示は令和８年９月２７日（日）までとしているので、掲示中に、掲示内容のダウンロード等を済ませてください。
(2) 入札書の送信に時間を要することがあるので、時間的な余裕をもって送信作業を行ってください。
　　　なお、送信後は受信確認を行い、入札書受信確認通知を印刷して保管しておいてください。
また、入札書の入札金額を誤って送信した場合には修正することができませんので、必ず入力した入札金額に誤りがないかについての確認を済ませた上で送信してください。
(3) 電子入札手続を進めるに当たって、即時に対応していただかなければならない場合がありますので、開札開始時刻の10分前から電子入札に関する一連の手続が完了するまでの間、入札者が電子入札に使用する電子計算機の近辺で待機し、随時、手続の進行状況を確認してください。
なお、入札手続の進行状況は、電子入札システム画面の「最新表示」ボタンをクリックして確認してください。
　　　※　再度入札を実施する場合、再度入札書の提出締切時刻は前回開札時刻の概ね30分後となります。
(4) 第１回目の入札金額に対応した工事費内訳書（金抜設計書の全ての項目について確認できるもの）を、入札公告に定めるところにより入札書に添付して送信してください。
　  　なお、入札書に添付して送信する場合にあっては、工事費内訳書の作成に使用するアプリケーションソフト及び作成した提出資料を保存するファイルの形式は、次のいずれかとしてください。
	番号
	使用するアプリケーションソフト
	保存するファイルの形式

	１
	Microsoft Word
	Word2019形式以下(ﾌｧｲﾙ名.docx、.doc)

	２
	Microsoft Excel
	Excel2019形式以下(ﾌｧｲﾙ名.xlsx、.xls)

	３
	その他
	PDF形式(ﾌｧｲﾙ名.pdf)


　　添付資料の送信可能サイズは10MB以内、１ファイルのみです。容量が大きい場合や複数のファイルをまとめて送信する場合は、ファイルをZIP形式(ﾌｧｲﾙ名.zip)で圧縮してください。ただし、自己解凍方式は認めません。
　　 ※　表紙の押印は不要です。
(5) 入札公告から契約締結（県と契約の相手方双方が契約書に記名押印を行う）までの間で、入札の公平性を保つことができない恐れがある事象が発生した場合は、入札手続きの中止や落札決定の取消しを行う場合があります。
	電子入札システムに関する問い合わせ先
兵庫県電子入札ヘルプデスク
電話０５７０－０１１－３１１


令和８年９月３日
入札参加希望者各位

契約担当者　　　　　　　　　　　　　　　　

兵庫県丹波県民局長 　　福井　昌樹　　
工事費内訳書の提出等について

下記についてご承知のうえ、入札に参加してください。

記

１　工事費内訳書の提出

入札に関する条件として工事費内訳書の提出を求めているため、所定の場所に所定の日時までに工事費内訳書を提出できない方は、入札に参加できないこととなります。

また、工事費内訳書は、県が公表している金抜設計書のすべての項目について記載されていることを原則とします。
積算については、自己積算を原則としますので、自己積算していない方、他者に自らの工事費内訳書の内容等を漏らした方も入札に参加できません。

また、自らが提出した工事費内訳書の内容に他者の提出したものと一致又は近似する部分がある場合において、その理由、具体的な積算方法及び自己積算していることのいずれかを明らかにすることができない方も、入札に参加できないこととなるので特に注意してください。

さらに、入札参加者はお互いに競争しなければならない関係にあるため、他の入札参加者に対して見積書を交付する等の行為を行わないようにするとともに、落札者から他の入札参加者に対して本件入札に係る業務を委託する等の行為は、極力、避けてください。
なお、本年7月以降公告分にかかる入札から、「材料費、労務費及び当該公共工事に従事する労働者による適正な施工を確保するために不可欠な経費内訳書」の提出を求めています。つきましては、上記工事費内訳書と併せて提出してください。
任意の様式の場合は県が示した項目(５項目)すべての記載が必要です。記載項目漏れや提出がない場合はその者のした入札は無効となります。
２　技術者の適正配置について

建設業法第２６条第３項の規定により、公共性のある工作物に関する重要な工事の施工には、専任で技術者を配置する必要があります。

このことについては、十分ご承知のこととは存じますが、その適正配置について改めて厳守をお願いします。

なお、手持ち工事の状況等から、受注しても技術者を配置できない場合は、予め入札に参加されませんようお願いします（入札参加申し込み後に入札を辞退されることとなった場合、今後の入札において不利益な扱いを受けることはありません）。
入札参加者の皆様へ
１　質問について

　　質疑がありましたら、質問書提出期限内に電子入札システムにより提出願います。(様式20号)

　　

　

２　落札候補者について

　　落札候補者は公告に明記している様式及び添付書類を提出を求められた入札参加者は、提出を指示された日の翌日から起算して２日以内（土曜、日曜及び祝日等、兵庫県の休日を定める条例（平成元年兵庫県条例第15号）に定める県の休日を除く。）に丹波県民局県民躍動室総務防災課（財務担当）に提出してください。

３　本工事に係る入札金額算出にあたって、設計図書、見積参考図書に不整合がある場合は「見積参考図書（金抜）」を優先するものとする。

　　なお、「質問回答書」がある場合はそれを優先する。

　　また、図書に不整合がある場合は、必要に応じ契約後発注者と受注者において協議のうえ変更する。
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